
　

　

　

　

地　目

００

家
　
　
　
　
屋

所 在 地

３５０

土　　地

家　　屋

償却資産

について、次の規定の適用を受ける

〇〇区
××町
１－２－３

２－３－１ 店舗

備　　考

備　　　　　　　　　　考

事務所 平成××年　〇月　〇日 　〇〇支店として使用。

償
　
却
　
資
　
産

所　　　　在　　　　地 数　量　又　は　延　長

用　　　　　　　　　途

種   類 構      造 床　　　面　　　積
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第143号様式（第16条関係）

　のとおり別紙書類を添付して届け出ます。

土
　
　
　
地

　　地方税法附則

株式会社　〇〇□□

令和〇年　〇月　〇日

固定資産税・都市計画税の課税標準の特例に係る届出書

　　　　　　第349条の3の4

〇〇都税事務所長　宛

用 途 取 得 年 月 日

種類別明細

住　　　所

氏名(名称)

　　2　第16条第2項の規定による届出については、この様式を準用すること。この場合において、「取
　　 得年月日」、「建築年月日」及び「取得、敷設又は製作年月日」とあるのは「用途変更等を行つ
　　 た年月日」と読み替えるものとする。

年 　月　 日

鉄骨筋

平方メートル

地　　　　　　積

家 屋 番 号

平方メートル

 所有者

□□区△△町１－１－１

(日本産業規格A列4番)　

備考1　課税標準の特例を受ける理由を証明する書類及び土地にあつては土地の地籍図、家屋にあつて
　　 は家屋の平面図、償却資産にあつては種類別明細を添付すること。

　第〇〇項　　地方税法第349条の3

第　条　第　　　項

用　　途 建 築 年 月 日

別紙のとおり

所在地・地番

取得、敷設又は製作年月日

　　　年　　　月　　　日

地番（登記簿や課税明細書に
記載のもの）を記入してくださ
い。

該当するものを囲ってください。

物件が所在する区にある都税
事務所に提出してください。


